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 はじめに
本稿は、戦略的人的資源管理 (strategic human resource management :
SHRM) 論における普遍的アプローチ (best practice approach)、適合的アプ
ローチ (best fit approach) について検討し、両アプローチの論争を決着さ
せる一つの視点を提供することを企図するものである1)。
戦略的人的資源管理論とは、企業内の人的側面に焦点を当て、その管理職
能の直接的な業績および競争優位獲得への貢献可能性を積極的に評価したう
えで、それを理論的・実証的に検討する諸研究であり、経営学の一領域であ
る人的資源管理 (human resource management : HRM) 論の発展的アプロー
チとして捉えられる。
伝統的な人的資源管理と、戦略的人的資源管理との差異は企業の人事管理
職能を分析する際の視点の相違から説明できる。前者が主に単一の人事施策
もしくは人事慣行が個人の反応・態度・成果にどのような影響を及ぼすかと
いう問題に焦点を当てているのに対し、後者は組織単位に分析レベルを設定
し、そのうえで、組織内で実施されるさまざまな人事施策・慣行のセットが
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1) 論者によってはそれぞれベストフィット・アプローチおよびベストプラクティス・ア
プローチなどと称されており、拙稿 (2012) でも同様の名称を用いているが、日本語
での正確な概念把握を目指すために本稿では、それらを日本語での意味で表し、それ
ぞれ適合的アプローチおよび普遍的アプローチと呼ぶ。
[レフェリー付論文]
組織成果に対して果たす貢献を検討するものである2) (Becker and Huselid
2006, p. 899)。総体としての人的資源管理職能は、組織成果および個人成果
に対してより強い影響力が発揮されるものとみなされ、それゆえに、企業の
浮沈に関わる戦略的に行われるべき人的資源管理、すなわち戦略的人的資源
管理と認識されるにふさわしい。
近年では、戦略的人的資源管理研究が増加の傾向にあるとされており
(Wright and Boswell 2002, p. 250)、それはまさしく企業が人事管理職能に、
より積極的な財務成果・組織成果への貢献を要請していることの証左である。
したがって、戦略的人的資源管理論の主な関心は「高い成果をもたらす人的
資源管理の施策・慣行群 (人事戦略3)) は何によって規定されるのか」とい
う点にある。このような背景のもとで、戦略的人的資源管理は1980年代ごろ
から研究が重ねられてきたが、具体的には主に２つのアプローチを軸に発展
してきたといえる (Boxall and Purcell 2011)。すなわち、適合的アプローチ
および普遍的アプローチがそれらである。前者は、経営戦略をはじめとする
企業の状況要因に人事戦略を適合・変化させることを志向し、後者はそのよ
うな状況要因を考慮しない唯一最善の人事戦略の特定に主眼を置く。
両アプローチは、人事戦略策定において状況適合的であるべきかそうでな
いかという点で対立軸が形成され、一方の有効性を説明しようとすればもう
一方についても言及する必要性が生じる。その意味で両アプローチの関連性
について、検討がなされるのはごく自然といえる4)。それにもかかわらず、
普遍的アプローチと適合的アプローチとの関連については各論者間での統一
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2) 人的資源管理との概念上の差異をより明確に示すためには、戦略的人的資源管理が生
起した背景および契機・発展過程などを検討する必要があると考えられるが、本稿の
主旨を考慮し、ここでは深く検討していない。
3) 人事戦略は､「企業の業績に強い影響を与えるような、労働力管理の目標と手段から
構成される人材マネジメントシステムの集合体」と定義される。人事戦略の概念規定
に関しては拙稿 (2012) を参照されたい。ただし本稿では拙稿 (2012) における ｢HR
戦略」と同様の意味で「人事戦略」の用語を用いている。
4) 実際、Arthur (1992 ; 1994) ; Huselid (1995) ; MacDuffie (1995) ; Youndt et al. (1996)
など、普遍的アプローチと適合的アプローチの有効性、妥当性を実証的に検討する研
究が多く存在する。
的な見解があるとは言い難く、一連の各研究は決して強い説明力を持ってい
るわけではないというのが現状である。その結果、戦略的人的資源管理論の
理論的基盤である両アプローチがどのように捉えられ、その結果どちらがよ
り優れた人事戦略を説明できるかについては不明瞭なままといえる。
このような問題意識の上に立ち、本稿では普遍的アプローチおよび適合的
アプローチの更なる精緻化によって、両者がどのように位置づけられ、その
結果どのような人事戦略策定プロセスが提示可能であるかを検討する。まず、
両アプローチの展開および実態をレビューし、その後、普遍的アプローチの
進展に伴って誕生した高業績人材マネジメントシステムの問題点を指摘する。
次いで、そこから抽出された経済的・政治的・社会的要因を高業績人材マネ
ジメントシステムの修正要因とし、それらが両アプローチに介在することで
統合的な人事戦略策定モデルが示される。
 普遍的アプローチおよび適合的アプローチの現状
1. 両アプローチの系譜と展開
普遍的アプローチと適合的アプローチは、企業が人事管理職能においてど
のように戦略的な選択をすべきかについて検討する一種の規範的アプローチ
であり、戦略的人的資源管理論研究において両アプローチは対比される形で
関心を集めてきた (Boxall and Purcell 2000, p. 186)。したがって、戦略的人
的資源管理論の視座に立ち、その発展に寄与するためには、まず両アプロー
チのいずれが優れた人事戦略についての説得力を持つかどうかの判断が問わ
れることとなる。
普遍的アプローチは、ユニバーサリスティック・アプローチとも呼ばれ、
唯一最善の人事戦略が存在するという前提の下で、優れたパフォーマンスを
もたらす各人事慣行・施策のリストを提示することに主眼を置いている。こ
の視座に立つ代表的な研究であり、現在でも多大な影響力を有しているのは
Pfeffer (1994 ; 1998) と Huselid (1995) であろう。
Pfefferは高業績をもたらす人事施策・慣行として７つの項目を設定した5)。
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すなわち、①雇用の保証、②採用の徹底、③自己管理チームと権限の委譲、
④高い成功報酬、⑤幅広い社員教育、⑥格差の縮小、⑦業績情報の共有であ
る。これらが採用される所以は、労働者への積極的な投資が資源としての労
働者の能力やコミットメント、モチベーションを高め、その結果高い業績を
もたらすということが想定されるためである。Pfefferの貢献はこのような
普遍的アプローチの人的資源管理に対する基本的な志向性を提示したことに
求められるであろう。
Pfefferの研究が実証に基づくものではなく、具体的なベストプラクティ
スを提示することでその有効性を論じたのに対し、Huselidは、高業績人材
マネジメント慣行群 (high perfrormance work practices) と呼ばれる、従業
員のスキルと組織構造に関わる人事慣行、従業員のモチベーションに関わる
人事慣行の総体を措定し、高業績人材マネジメント慣行群と業績との関連を
実証的に検討した。その結果、Huselidは経営戦略との適合を意味する外的
適合性の有効性が限定的であり、特定の人事慣行群が優れた成果をもたらす
と結論づけた。つまり、端的には Huselidは普遍的アプローチを支持したの
である。Huselidの研究は人事慣行のセットとパフォーマンスの関係を実証
的に研究する上での嚆矢と認識されており (Wright and Boswell 2002, p. 251 ;
Kaufman 2010, p. 287)、これ以降、特定のベストプラクティスと業績との関
連を実証的に検討する研究が多く見られることとなる。
さらに、普遍的アプローチの研究が進展するにつれて､「高業績人材マネ
ジメントシステム」(high-performance work systems : HPWSs)6) の概念が戦
略的人的資源管理論において定着したことは注目に値する。高業績人材マネ
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5) Pfeffer (1994) では16の人事慣行群を提示しているが、Pfeffer (1998) では統合や省
略によって７つに集約されている。
6) ここでの “work system” は竹内 (2011a) が述べるように、人事慣行・施策の束を１
つのシステムと捉え、それを体系化したという意味で用いられるため、単純に「業務
システム」や「仕事システム」という訳よりも、日本語では「HRMシステム」とし
て用いる方が適切である。ただし、欧米においては「HRMシステム」と「HRシス
テム」の名称が混在しており、本稿においてはそれらを包括的に含意する用語として
「人材マネジメントシステム」を用いる。
ジメントシステムは、各人事慣行、施策を一つの束 (bundle) として扱い
(MacDuffie 1995)、人的資源管理職能内での相互関係に注目することで、シ
ナジーや補完性を人材マネジメントシステムに求める (橋場 2005､ 10頁)。
つまり、高業績人材マネジメントシステムは、労働者の能力・態度の向上や
改善に積極的にはたらきかけるという普遍的アプローチの基本的思考を維持
しつつ、人材マネジメントシステム内の内的適合 (internal fit) に焦点を当
てる。この高業績人材マネジメントシステムが現在の普遍的アプローチを代
表する、換言すればベストプラクティスとほぼ同義で扱われる概念であり
(Paauwe 2004 ; Kaufman 2010)、その有効性を検討する一連の諸研究からは、
企業業績への高い貢献をもたらすとする主張を支持する結果も確認されてい
る7)
一方、適合的アプローチは､「適合」の名が示すように、特定の状況要因
に対する人事戦略の適合を重視し、それによって高業績、競争優位の獲得を
企図するアプローチである。このアプローチは、戦略的人的資源管理が「戦
略的」な人的資源管理として、特定の事業戦略に人的資源管理諸活動を適合
させることを通じて行われると定義される (Hendry and Pettigrew 1986) こ
とからもわかるように、戦略的人的資源管理の理論形成における基盤を提供
したとも認識できる。それゆえ、初期の適合的アプローチは、事業戦略と人
事戦略との相互作用を検討し、どのような各戦略に人事戦略が適合性を示す
のか、という枠組みを提示することに主眼が置かれている8)。
しかし、適合的アプローチは、単に戦略－人的資源管理間のみの関係を解
明することで、企業の競争優位を説明しようとしているわけではない。
Truss and Gratton (1994) は、人的資源管理や人事労務管理 (personnel man-
agement : PM) と戦略的人的資源管理の違い、すなわち戦略的人的資源管理
がもつ固有の特性として、組織が直面する様々な環境と人事諸慣行・施策と
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7) Becker and Huselid (1998) ; Datta, Guthrie and Wright (2005) などが挙げられる。
8) 初期の適合的アプローチの代表としては、Miles and Snow (1984) ; Schuler and Jackson
(1987) ; Lengnick-Hall and Lengnick-Hall (1988) などが挙げられる。
の相互作用を検討するような、包括的な側面を指摘している (Truss and
Gratton 1994, p. 666)。つまり、我々は企業の戦略目標を達成するための事
業戦略や競争戦略のみならず、より広範な企業内外の諸環境をも包含して人
事戦略を検討することの必要性を認識しなければならない。これはすなわち
企業戦略以外の要因への人事戦略の適合であり、同様の主張が Jackson and
Schuler (1995) によってもなされている (Jackson and Schuler 1995)。
Jacksonと Schulerは、企業の環境を内的環境と外的環境に区別し、内的環
境である技術・組織構造・組織規模・ライフサイクルの段階・戦略と外的環
境である法律および規制・文化・政治・労働組合・労働市場・業界の特性の
両者がいかに人事戦略に影響を及ぼすかということを論じた。経営戦略と人
事戦略の適合から始まった適合的アプローチの系譜は、今日では戦略以外の
状況要因をも考慮して人事戦略を検討することが、優れた人事戦略を説明す
る上で重要であることを示している。
2. アプローチ間の排他性
ここまで普遍的アプローチと適合的アプローチを区別して、その特徴と研
究系譜を述べてきたが、次に問題となるのは両者の関係および位置づけであ
る。両アプローチには密接な関連が見られるのか、それとも、個別に議論さ
れるのみでその相互関係は希薄なのか。もし強い相互関係が確認されるので
あれば両者はどのように関連しあい、位置づけられているのか。また、両ア
プローチは優れた人事戦略を説明する説得力という観点から評価すると、ど
のような価値が見出されるのであろうか。
繰り返しになるが、普遍的アプローチと適合的アプローチは、優れた人事
戦略が環境に依存するかそうでないかという点において対立軸が形成され、
一見すると両者は相反する概念であるとみなされるであろう。ただ、近年で
は両アプローチが対立する概念ではなく役割を異にするだけで、必ずしも対
立するものではないとする見解が優勢のようである。Becker and Gerhart
(1996) は、普遍的アプローチと適合的アプローチが、人的資源管理職能内
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の分析レベルの相違という観点から議論されるべきであると述べている
(Becker and Gerhart 1996, pp. 784787)。彼らによると、より抽象度の高い
人材システム・アーキテクチャレベルではベストプラクティスが存在し、そ
れを具体化したポリシー・オルタナティブレベルおよびプラクティス・プロ
セスレベルでは導入される人事慣行・方策が異なるため適合的アプローチが
適切である。Boxall and Purcell (2011) もまた、企業が実際に採用する人事
慣行・施策は様々な状況要因の影響を受けて変化するが、その背後にはどの
企業にもあてはまる一般原理としてのベストプラクティスが存在すると述べ
ている (Boxall and Purcell 2011, pp. 9496)。換言すれば、普遍的アプロー
チは企業が人的資源管理を検討する際に考慮すべき一般原理を提示している
という点で規範論であり、実際の人的資源管理は適合の結果であるというこ
とから適合的アプローチは記述論として理解できる。さらに、Kaufman
(2010) は､「強い適合」(strong contingency) と「弱い適合」(weak contin-
gency) の概念を提唱し、両アプローチの関連性を説明している (Kaufman
2011, p. 290)。強い適合は、人事戦略は本質的に状況要因に依存し、普遍的
アプローチで提示される人事戦略のモデルを導入することがマイナスの影響
を及ぼすことがあるとの見解に基づいている。一方、弱い適合は、普遍的ア
プローチの有効性を前提としたうえで、それがどれくらいの効果を持ちうる
かを修正する要素として状況要因を検討する。Kaufmanは、普遍アプローチ
論者が単にベストプラクティスを提示するだけでなく、弱い適合をその考察
対象として認識しつつあることを述べている (Kaufman 2011, p. 293)。
両アプローチは排他的ではなく、共存が可能であることが、抽象 具体
論や規範 記述論、さらには適合の強さという「程度」の観点から示され
た。これらの諸研究から導き出せる一つの事実は、それぞれ分析視角の相違
はあるものの、両アプローチをどう位置づけるかについての共通点が抽出で
きることである。すなわち、潜在的、顕在的に企業はベストプラクティスと
して提示される慣行・方策の策定、実行することを志向してはいるものの、
何らかの事情でそのベストプラクティスを修正し、結果的には状況要因への
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適合を行った形で人事戦略が表面化するという論理のもとで、彼らは両アプ
ローチを理解していると考えられる。
ただ、我々はここで両アプローチの相互関連性に関する議論を終えてはな
らない。何故ベストプラクティスとしての人事戦略が修正されなければなら
ないのかをより深く検討する必要がある。言い換えれば、普遍的アプローチ
で提示される人事戦略を採用し続けることの困難性、非合理性はどのような
点に存在するのか、それらを修正する誘因や圧力はどのような時にどのよう
な形で発生するのか、このような問いに対して一定の解を明示することが、
普遍的アプローチと適合的アプローチの相互関連性を明らかにするための要
諦であると筆者は考える。そこで、次章ではベストプラクティスが「ベスト」
として何故成立し得ないかの手がかりを探索するため、高業績人材マネジメ
ントシステムの特徴と問題点を検討する。
 高業績人材マネジメントシステムの普遍性
1. 高業績人材マネジメントシステムの理論と実践
高業績人材マネジメントシステムの概念がどのような意味で用いられ、具
体的に何によって構成されるかについては種々の見解が存在するが、おおよ
そ高業績人材マネジメントシステムは「従業員のスキル、コミットメント、
生産性を向上させ、人的資源が競争優位の源泉となるようデザインされた人
事施策・慣行群のシステム」(Datta, Guthrie and Wright 2005, p. 136) を意
味する概念であるとみなされている。また、それを構成する各人事施策・慣
行は、従業員の参画の増大、豊富な訓練、インセンティブの提供などがその
中心となっており (Appelbaum et al. 2000)、従業員への投資を重視する各雇
用慣行と、下位の従業員への権限移譲、チーム労働などの作業条件の設定に
関する諸慣行に大別できる9)。高業績人材マネジメントシステムと同様の意
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9) 従業員への権限移譲やチーム作業などは､「労働の人間化」(Quality of Work Life :
QWL) との関連で議論されることが多く、高業績人材マネジメントシステムとの差
異が不明瞭であるように思われる。この点に関し橋場 (2005) は、QWLが主に作業
組織領域に関する慣行に注目しているのに対し、高業績人材マネジメントシステムが、
味もしくは類似する概念であるハイコミットメント・マネジメント (Walton
1985) やハイインボルブメント・マネジメント (Lawler 1986)、革新的雇用
慣行群 (innovative employment practices) (Ichniowki, Shaw and Prennushi
1997)、革新的作業慣行群 (innovative work practices) (Osterman 1994) な
どの概念・用語は、それぞれ強調する点は異なるものの (Ramsay,
Scholarios and Harley 2000, p. 503)、基本的には高業績人材マネジメントシ
ステムの考え方と適合している (Evans and Davis 2005, p. 759)。
上述のように、高業績人材マネジメントシステムを検討するにあたってキー
ワードとなるのは参画、チーム、スキル、コミットメント、インセンティブ
などであり、その中心原理は従業員による最大限のパフォーマンス発揮を支
援、促進する雇用・作業条件を整えることで、従業員の事業活動に対する高
い貢献を引き出すことにある。人的資源の効果的な活用および蓄積によって
競争優位を獲得・維持しようとする高業績人材マネジメントシステムへの注
目は、私企業のみならず公益企業でもその採用が広がっていること
(Kalleberg et al. 2006, p. 272) や、高業績人材マネジメントシステムが製造
業の競争力改善のための方策として提唱されたにもかかわらず、サービス業
にも関わる概念として理解されつつあることからも確認できる (Boxall
2012, p. 171)。
さらに、実践的な高業績人材マネジメントシステムの認識・浸透に加えて、
その有効性および妥当性を支持する多くの理論的示唆が存在する。たとえば、
資源ベース理論 (Resource-Based View : RBV) は、企業の有する経営資源
が競争優位の源泉となり、有形・無形の資源とそれを用いる企業の固有能力
であるケーパビリティの効果的な蓄積・活用が企業の戦略策定上重要な地位
を占めることを主張する (Barney 1991 ; Grant 1991 ; Amit and Schoemaker
1993)。その際、模倣困難性や希少性、不安定性を持つような資源・ケーパ
人事戦略の形成過程に関する一考察 81
それ以外の人材マネジメント慣行をも包摂したうえで、それらが補完され、シナジー
効果が生じる形で実践されるという点に差異が認められ、それゆえ高業績人材マネジ
メントシステムが優位性を持つと指摘している。(1719ページ｡)
ビリティが戦略的資産となり、マネジャーは多様な資源の中からこのような
特質をもつ戦略的資産を正確に認識し、競争戦略と結び付けなければならな
い (Barney 1991 ; Amit and Schoemaker 1993 ; Bogaert, Martens and
Cauwenbergh 1994 ; Dierickx and Cool 1989)。また、AMO理論 (AMO the-
ory) は、個人のパフォーマンスの増大が A (Ability : 能力)、M (Motivation :
動機)、O (Opportunity : 機会) の向上によってもたらされることを示してい
る (Boxall and Purcell 2011, pp. 56)。つまり、個人に高い能力があり、加
えてその能力を発揮する意思を持ち、それらを最大限活用できる機会が提供
されることにより個人のパフォーマンスが向上するのである。
資源ベース理論と AMO理論はともに高業績人材マネジメントシステムと
調和している部分が多く見られ、この人事戦略がいかに優れているのかにつ
いての論拠を提示する役割の一端を担っているといっても過言ではない。資
源ベース理論を戦略的人的資源管理に適用した研究では、模倣困難な人的資
源が戦略的資産と認識され、そのような人的資源を保持・育成するためには、
企業が従業員への投資を通じてユニークなスキルや知識の獲得を促進する必
要があることが示されている (Wright, McMahan and McWilliams 1994)。こ
の事実が意味するところは積極的な従業員への投資によってその能力やモチ
ベーション、コミットメントを向上させることで、企業に競争優位がもたら
されるということである。それが可能となるのはまさしく高業績人材マネジ
メントシステムであり、その便益は資源ベース理論によって正当化される。
また、AMO理論が高業績人材マネジメントシステムとの関連で特に注目に
値するのは、資源ベース理論で強調される従業員の内在的特性 (能力および
動機) のみならず、パフォーマンス発揮の機会という職務設計の側面にも言
及している点である。高業績人材マネジメントシステムの構成要素であるチー
ム作業や個人の参画拡大といった方策は、この機会の拡張を意味するもので
あり、それゆえ AMO理論と整合的であることが認められる。
実践における認識および採用の増加と、それを支える理論的枠組みによっ
て、まさしく高業績人材マネジメントシステムはどのような状況下において
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も最適なベストプラクティスの象徴として捉えられ、また、その有効性につ
いても異論の余地はないように思える。ただ、近年の研究において批判や課
題は散見され、いずれも優れた人事戦略を説明するうえでの根幹に関わる問
題である。次節では、高業績人材マネジメントシステム＝唯一最善のベスト
プラクティスの構図を揺るがすような課題および問題点を吟味し、本稿の目
的であるベストプラクティスを修正する要因発見への道筋を探る。
2. 高業績人材マネジメントシステムをめぐる諸問題
高業績人材マネジメントシステムが内包する種々の問題点は、主に以下の
４点に集約される。すなわち、①採択に伴うコストの問題、②高業績人材マ
ネジメントシステムと業績間の因果関係、③受益者の不明確さ、そして④論
者間での構成要素の違いである。以下詳述する。
①高業績人材マネジメントシステムとコスト
かつてのテイラーの科学的管理法に代表される伝統的な労働・作業管理手
法と比して、高業績人材マネジメントシステムは包括的な訓練やインセンティ
ブなどを通じて、より従業員への投資を志向しているのは明白である。それ
にもかかわらず、高業績人材マネジメントシステムの有効性を検討するにあ
たって、品質や生産性を業績指標として措定した実証研究においては採用に
伴うコストという側面が看過されている (Gerhart 2007, p. 330)。たとえば、
高業績人材マネジメントシステムの有効性を業界の特性との関連から検討し
た Datta, Guthrie and Wright (2005) は、今後の研究課題として「我々は、
(高業績人材マネジメント―引用者) システム実行に伴うコストについては
評価することができなかった」(Datta, Guthrie and Wright 2005, p. 143) と
述べている。
高業績人材マネジメントシステムは確かに魅力的であるといえるが、その
採択によって企業の最終的な収益性が損なわれてはならない。したがって、
採用にあたってはそれに伴うコストという観点から、その妥当性を評価しな
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ければならない。資源ベース理論や AMO理論によって理論的補強がなされ
ている高業績人材マネジメントシステムであるが、いずれの概念も人的資源
への投資や新しい雇用慣行導入に伴う調整費用という視点を分析の範疇に含
んではおらず、単にユニークな資源の蓄積や個人の能力の向上を促進すると
いう手引き的な役割を果たすのみである。そのような理論上の卓越性に導か
れ、人事戦略の策定段階において本来の使命である収益性への貢献という視
点を軽視するとすれば、それは本末転倒という他ないであろう。
②高業績人材マネジメントシステムと成果の因果関係
高業績人材マネジメントシステムが抱える２つ目の問題点は、業績指標と
の間での因果関係が不明確という点である (Chartered Institute of Personnel
and Development 2003, p. 2)。すなわち、高業績人材マネジメントシステム
を採用するから個人・組織成果が向上するのか (高業績人材マネジメントシ
ステム→優れた成果)、それとも高い成果をあげているから当該人材マネジ
メントシステムを採用できるのか (優れた成果→高業績人材マネジメントシ
ステム) という２つの相反する命題が並立したとき、どちらが正しいか、そ
れは何故かという点で統一的な見解があるとは言えないのである。
③高業績人材マネジメントシステムの受益者
高業績人材マネジメントシステムが優れた成果をもたらすとしても､「そ
れが誰にとって優れているのか」については決して明らかにされていないの
が現状である。企業にとって有益なのか、それとも株主にとって、もしくは、
従業員にとって「ハイ・パフォーマンス」なのか。優れた人事戦略を論理的
に矛盾のない形で説明するためには、これらの問いに明確な解が提示される
必要があるといえよう。すでにこの指摘は Boxall and Purcell (2011) によっ
てなされており、彼らは特定のベストプラクティスが企業側と従業員側で受
け取る便益についてトレードオフ関係が成り立つ時、普遍的アプローチはそ
の関係に対する適切な説明ができないことを指摘している (Boxall and
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Purcell 2011, p. 85)。
この事実はたとえば、高業績人材マネジメントシステムと従業員の便益と
の関連を検討した一連の研究からも確認できる。高業績人材マネジメントシ
ステムの従業員への負の影響を指摘する見解からは、その構成要素である権
限移譲、意思決定への高レベルの関与などといった諸慣行が、労働強化とし
て従業員に認識・経験され、その帰結として労働に対するストレスが生じる
ため、高業績人材マネジメントシステムが従業員にとって必ずしも優れてい
るとはいえないとの主張が見られる (Godard 2001 ; Ramsay, Scholarios and
Harley 2000)。その一方で、Appelbaum et al. (2000) は、高業績人材マネジ
メントシステムの採用はストレスの増加とは無関係であると論じており、従
業員にとっての便益は大きいと主張する (Appelbaum et al. 2000, p. 20)。ま
た、Wood and de Menezes (2011) は個人の職務充実と従業員の職務満足お
よび充実感に正の相関が発見された一方で、職場レベルでのチームワーク志
向や集団での訓練の採択を意味するハイインボルブメント・マネジメントと
充実感とは負の関係にあることを明らかにした10) (Wood and de Menezes
2011)。総じて言うと、従業員の便益という観点からは、職務満足やストレ
スといった個人の心理的成果の充足に高業績人材マネジメントシステムが貢
献するかどうかは見解が分かれるところであり、現段階で結論が出るには至っ
ていない。
④論者間での構成要素の統一性
高業績人材マネジメントシステムが実践的・理論的に多くの示唆を我々に
供与していることに異論はないが、同じ「高業績人材マネジメントシステム」
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10) Wood and de Menezes (2011) は、高業績人材マネジメントシステムを４つのインボ
ルブメントに区別して認識しており、職務充実は役割インボルブメント (role in-
volvement) として分類されている。彼らは職務充実とハイインボルブメント・マネ
ジメントが従業員の便益に対して同様の結果を生まなかったとして、高業績人材マネ
ジメントシステムの各構成要素がそれぞれ異なる形で従業員の便益に影響を与えてい
ることを主張している。
というラベルが貼付された人材マネジメントシステムでも、その内容は同一
ではない。Becker and Gerhart (1996) は、各論者間で高業績人材マネジメ
ントシステムを構成する各雇用施策・慣行について統一的なものが存在しな
いことを鋭く指摘し (Becker and Gerhart 1996, pp. 784785)、さらに、かか
る指摘を受けて Boxall (2012) は高業績人材マネジメントシステムという用
語そのものが記述的ではなく、その性質を特定することが困難であることを
論じている (Boxall 2012, p. 172)。結局のところ、各々の論者が構成要素と
して何を列挙しているかにはばらつきがある以上、真にハイ・パフォーマン
スをもたらすのは何なのか、という問いに高業績人材マネジメントシステム
が正確に答えられているわけではない。
Boxall (2012) はさらにこの議論を進展させ、Huselid (1995) の提示する
従業員苦情手続きが、アメリカ以外の国では法律上の必要条件であることを
例示しながら、高業績人材マネジメントシステムが法律や文化といった社会
的なコンテキストとの関連について説明力が弱いことを述べている (Boxall
2012, pp. 172173)。この指摘が意味するところは、社会的コンテキストを
所与とするのではなく、高業績人材マネジメントシステムがベストプラクティ
スであるためには社会的コンテキストを含めて議論される必要性が認められ
るということである。つまり、高業績人材マネジメントシステムがいずれの
国や社会においても正当性および妥当性を有するものとして受け入れられる
かどうかに関しては疑問の余地が残されている。
 ベストプラクティスの修正要因
前章では、高業績人材マネジメントシステムの質的特徴および課題に言及
してきたが、以下では、ここまでで得られた知見を基に、その修正要因を提
示し、当該要因が普遍的アプローチと適合アプローチを結ぶ紐帯としての役
割を持つことを明らかにしていく。本稿では、高業績人材マネジメントシス
テムの有効性・妥当性に影響を与え、その結果人事戦略がそれまでとは異な
る形で具体化される一連の人事戦略策定プロセスの根源的要因である修正要
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因を、①経済的要因、②政治的要因そして③社会的要因の３点から論じる。
1. 経済的要因
高業績人材マネジメントシステムは「高価な」人事戦略である。それが意
味するところは、従業員の能力や貢献意欲を向上させるという光の部分があ
る反面、従業員に対する給与面での厚遇や積極的な訓練は単純なコストの増
加であり、これは高業績人材マネジメントシステムの陰の部分として捉えら
れる。この事実は、この人事戦略を採択しようとする意志を経営者および人
事担当者が有していたとしても、経営財務上それらに投資できるだけの経済
的余力がなければそれを実行することができないことを示唆している。つま
り、高業績人材マネジメントシステムを実行できるだけの資金がある限りに
おいて、企業はその採用・実行が可能だが、そうでなければ修正が施された、
より低コストの人事戦略を採用することとなる。
同様のことは、高業績人材マネジメントシステムと成果との因果関係にお
いて、どちらが原因でどちらが結果かが不明確という問題点が指摘されてい
ることからも看取される。優れた成果をあげているからこそ高価な人事戦略
が採用できると考えれば、結局のところ企業の財務体質上の健全性があるか
らこそ高業績人材マネジメントシステムが採択できるのであり、逆にそれが
なければ当該人事戦略の実現は不可能であろう。
さらに、費用対効果に対する言及が脆弱という点からは、これまで看過さ
れてきた経済的要因を導出することができる。つまり、高業績人材マネジメ
ントシステムの費用対効果が他の人事戦略と比して優位であることが、その
採用条件となる。
2. 政治的要因
高業績人材マネジメントシステムを修正する２つ目の要因は、企業内での
政治的対立、またはコンセンサスの不成立によって、高業績人材マネジメン
トシステムが企業内で正当性をもつ人事戦略として認められないことから生
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じる政治的要因である。企業、事業および経営に関わる多くの利害関係者の
中で誰のためのベストプラクティスなのかという点が不明確であることに起
因して、人事戦略の策定および実行に主に関わるマネジャー、人事スペシャ
リストおよびラインマネジャーなどの間で高業績人材マネジメントシステム
を採択することに対して同意が得られないことが想定される。たとえば、仮
にトップマネジメントがその採用に積極的であったとしても、現場の従業員
に対してより物理的・精神的に近接した立場にあるラインマネジャーは高業
績人材マネジメントシステムが従業員や自分自身に利益を生まないとしてそ
の実行に消極的になる可能性がある。このような事態に直面した際には、人
事戦略は企業内でのコンセンサスが得られる形で柔軟に変化するであろう。
組織内で人事戦略に対する理解を深め、その策定および実行に関わる異な
る立場・職能グループ間でコンセンサスを得ることの重要性は、ラインマネ
ジャーが人事戦略の効果的な実行において重要な地位を占めるという近年の
主張からも理解できる11)。人事戦略は単にトップマネジメントや人事スペシャ
リストもしくは人事部のみによって策定・実行されるわけではなく、ライン
マネジャーにもその責任が付与されることになる。これはまさに「ラインマ
ネジャーが人事戦略の効果的な実行において主要な役割を果たすことに疑い
の余地はない」(Truss, Mankin and Kelliher 2012, p. 133) と言え、それゆえ
にラインマネジャー、人事スペシャリスト、トップマネジメントの３者の意
向や意思が適切に調整される形で人事戦略に反映されなければならない。
3．社会的要因
３つ目の修正要因である社会的要因は主として、高業績人材マネジメント
システムの構成要素に統一的な指標がないという先の記述と関連している。
社会的コンテキストの観点から評価した際に、高業績人材マネジメントシス
テムが必ずしも特定の社会の中で正当性や妥当性を有するわけではないとい
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11) Hope-Hailey et al. (1997) ; Brewster (1999) ; Purcell and Hutchinson (2007) ; Boxall and
Purcell (2011) など。
う事実を勘案すると、社会的要因の影響を受けて修正が行われうることを我々
は認識できる。このことは、単に高業績人材マネジメントシステムを構成す
るそれぞれの人事・作業慣行が当該問題となる社会の法律や文化と照応する
かどうかを基準として修正されるだけでなく、そもそも高業績人材マネジメ
ントシステムの根幹に埋め込まれているベストプラクティスの思考そのもの
の受容度によっても、その取り扱われ方に差異が現出すると考えられる。つ
まり、普遍的アプローチの「周辺状況に依存せず唯一最善の制度や構造、プ
ロセスが存在する」という基本的なパラダイムが、各々の社会においてどれ
ほど適応するかが、どの程度高業績人材マネジメントシステムを修正する必
要があるかを規定する。この点に関し Brewster (1999) は、ベストプラク
ティスのリストが提示されたとしても、状況依存的 (コンティンジェンシー
的) なパラダイムが深く浸透している国においては、理論と実践いずれにお
いてもその妥当性については議論を呼ぶものだと論じている (Brewster
1999, p. 51)。総じて言えば、高業績人材マネジメントシステムの基本パラ
ダイムという抽象的なレベルおよび具体的な個々の慣行レベルのいずれにお
いても、高業績人材マネジメントシステムは社会との関連の中で修正され得
る潜在性を内包しているといえる。
 人事戦略策定の枠組み
ここまで筆者は、高業績人材マネジメントシステムを普遍的アプローチの
象徴たる有力な概念と捉え、その詳細を吟味、検討することで普遍的アプロー
チと適合的アプローチの関連性を把握しようと試みてきた。その帰結として
高業績人材マネジメントシステムを各々のコンテキストとの適合へと導く、
すなわち適合的アプローチの実践を要求する経済的要因、政治的要因そして
社会的要因が抽出された。この段階において初めて両アプローチを関連付け
たうえでの人事戦略策定モデルを措定することができる (図１)。
まず、唯一最善の優れた人事戦略が存在するという普遍的アプローチの仮
定の上に立ち、高業績人材マネジメントシステムを構成する一連の雇用・作
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業慣行群が提示される。これらは「ベストプラクティス」としての妥当性を
有し、なおかつそれは資源ベース理論や AMO理論などによって理論的補強
が施されている。それゆえ、人事担当者もしくはトップマネジメントが高業
績人材マネジメントシステムを採用することに強い意欲を示すことが想起さ
れる12)。
ただし、高業績人材マネジメントシステムの採用をまず念頭に置いたとし
ても、必ずしも速やかに実行に移されるわけではなく、当該システムに内包
している問題点から抽出された各修正要因によって、高業績人材マネジメン
トシステムがどの程度実行可能であるかということが規定されることとなる。
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12) ただし、Cappelli and Singh (1992) が述べるように、特定の HRMが従業員の特定
の反応を示すことが明らかになり、それが模倣可能であったとしても、全ての企業が
それに関心を抱くとは限らない (p. 183)。
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図１ 人事戦略策定の基本的枠組み
この一連の過程が修正段階であり、経済的・政治的・社会的要因の各修正要
因は、当該企業が直面する企業内外の固有の状況と高業績人材マネジメント
システムとの適合度を測る一種の目安であり、最終的な採択のための前提条
件であるとも言える。
以上のような人事戦略策定プロセスを経た上で、高業績人材マネジメント
システムが実行可能であるという判断を人事戦略策定者が下せば、そのまま
採用される。逆に、ひとつもしくは複数の修正要因が採択において問題にな
るとすれば、高業績人材マネジメントシステムはその修正要因に導かれて異
なる人事戦略へと変容を見せることとなる。たとえば、経済的に高業績人材
マネジメントシステムを採択する余裕がなければ、訓練に関する施策を修正
し、従業員に対する開発・訓練活動に消極的な人事戦略を採用することが考
えられる。修正された人事戦略は企業の置かれた状況によって多様に変化す
るため、企業間での差異が生まれ、また、経時的な事業環境の変化によって
も同一企業が展開する人事戦略も変化することとなる。これらの人事戦略の
修正および変化は企業内外の状況要因と適合することを通じて達成されるた
め、適合的アプローチの表出および実践として認識される。
 おわりに
以上において検討されたように、本稿では普遍的アプローチと適合的アプ
ローチの関連性を考察し、３つの修正要因を両アプローチの紐帯として措定
することで両者を統一した新たな人事戦略策定モデルを構築した。これまで
両アプローチは対立的な考察方法ではないという認識が戦略的人的資源管理
論者の間で浸透しつつあったものの、普遍的アプローチで提示される諸慣行
を修正する要因の体系化という観点から両アプローチを理論的に関連付けな
がら整理するという分析視角は、これまでの戦略的人的資源管理論研究には
見られない。この点が本稿における主張の特色であり、その結果、両アプロー
チの構図がより鮮明に示され、一連の論争に新たな知見を蓄積しうる可能性
が見出されたことが本研究の貢献であると考える。
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一方で、修正後の人事戦略がどのように類型化することができるかについ
てはとりあげていない。また、本稿では人事戦略の創発性については触れる
ことなく、上位管理者の視点からのみで人事戦略策定の問題を考察している。
さらに、戦略的人的資源管理論は経営学全体の研究系譜から見ると比較的新
しい研究分野であるが、数は少ないもののわが国においてもアプローチ類型
の整理や実証研究による人事戦略のパフォーマンスへの影響力に関する検討
が行われている13)。それらの諸研究の成果と本稿での検討内容との関連につ
いては、ここでは必ずしも明らかにはなっていない。これらの点が本稿にお
ける限界であり、深耕すべき課題である。
（筆者は関西学院大学大学院商学研究科博士課程後期課程）
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